
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 募集職種・職務内容 

募集職種 職務内容 

都立特別支援学校 

総合非常勤看護師 

（会計年度任用職員） 

以下について、管理職及び常勤看護師等の指示に基づき実施する。 

◎ 幼児・児童・生徒への医療的ケアの実施 

◎ 児童・生徒（１車両に１～３名）の専用通学車両への乗車及び乗車中の医療

的ケアの実施 

◎ 勤務校の近隣の都立学校への出張等及びその学校に在籍する幼児・児童・生

徒への医療的ケアの実施 

◎ 医療的ケアに関する教職員等への指導・助言 

◎ 医療的ケア全般に関し、勤務校の校長が必要と認める事項 

◎ 緊急時における幼児・児童・生徒の健康安全に関する事項のうち、勤務校の 

  校長が必要と認める事項 

◎ その他、東京都教育委員会が特に必要と認める業務 

２ 勤務条件 ・・・東京都公立学校会計年度任用職員の規定による。 

身分等 地方公務員法上の会計年度任用職員であり、分限・懲戒処分の対象 

雇用期間 採用日（各月１日付）から年度末（３月 31 日）までの有期労働契約。 

再度任用の制度あり※ 条件付採用期間あり（原則１か月） 

再度任用 勤務成績等により４回まで。再度任用終了後に採用選考を受けることができる。 

勤務日数 

・時間 

月平均 16 日勤務（※月別の勤務日の割振りは校長が別途指定します。） 

一日７時間 45 分勤務 

休日 土曜日、日曜日、祝日 ※年に数回、学校行事による勤務あり 

報酬 

 

日額 21,000 円（専用通学車両・登校便及び下校便に乗車した日） 

19,600 円（専用通学車両・登校便のみに乗車した日） 

   18,600 円（専用通学車両・下校便のみに乗車した日） 

   17,000 円（専用通学車両に乗車しなかった日） 

（交通費別途支給） 

※ 期末手当（基準日（６月１日及び 12 月１日）に在籍し、かつ、会計年度内で６月

以上の任用期間がある方が対象）、勤勉手当（一定の要件を満たす場合）の支給あり 

休暇休業 （有給）年次有給休暇、妊娠出産休暇、慶弔休暇、夏季休暇 ほか 

（無給）介護休暇、短期の介護休暇、育児休業 ほか 

兼業 本職務以外の兼職（アルバイト等）については届出の必要あり 

その他 健康保険・雇用保険・労災保険加入。福利厚生・健康診断等あり 

東京都教育委員会では、都立特別支援学校に在籍する医療的ケア児が安心して学ぶ

ことができるよう、各学校で医療的ケアを実施するために看護師を配置しています。 

このたび、常勤看護師、非常勤看護師及び教員等と連携し、専用通学車両（スクー

ルバス）への乗車等の様々な業務を実施していただく「都立特別支援学校総合非常勤

看護師」を下記のとおり募集します。 

（平成３０年７月） 

令和８年度 都立特別支援学校総合非常勤看護師  

募 集 案 内 



３ 応募要件 ・・・以下の全てを満たす者 

○ 厚生労働省（厚生省）が発行した看護師免許証を現に所持している者 

○ 医療機関等において、通算９年以上の臨床分野の実践経験を有する者又はそれと同等の経験若しくは   

能力を有すると東京都教育委員会が認めた者 

○ 学校、児童福祉施設又は医療機関等において、通算３年以上の幼児・児童・生徒への医療的ケアの実践

経験を有する者又はそれと同等の経験若しくは能力を有すると東京都教育委員会が認めた者 

○ 総合非常勤看護師の役割を理解し、その職務を遂行する熱意を有する者 

○ 心身ともに健康である者 

※ 同等の経験・能力については、小児科勤務、療育機関の病棟勤務、訪問看護の経験、特別支援学校での 
医療的ケアの実施経験などを考慮して、東京都教育委員会が判断します。 

 

４ 今回募集する学校 

   

５ 選考方法及び日程 

選考 選考方法 日程等 

第１次選考 書類選考 
応募締切 

採用日（各月 1 日）の 10 日【必着】 

※10 日が土曜日・日曜日等の閉庁日に当たる場合は直前の開庁日 

結果通知 応募締切翌々営業日以降発送 

第２次選考 面   接 
面接日程 結果通知月中旬頃の指定する日 

結果通知 面接実施月下旬 発送 

 

６ 応募方法 

（１）以下の応募書類３点を①「９ 応募申込先及び問合せ先」まで郵送又は持参、②LOGO フォームによ

る申請のいずれかの方法により提出してください。※持参の場合は、平日の午前 9 時から午後 5 時までにお

持ちください。 

 応募書類 注意事項 

①  会計年度任用職員申込書 

（総合非常勤看護師） 

・指定様式を使用してください。 

・学歴・職歴欄又は資格欄が不足する場合には、必ず「追記用」様式に記載し

て添付してください。 

② 課題作文 ・指定様式を使用してください。 

・「総合非常勤看護師」を志望する理由及び学校で果たすべき役割について、

600 字以上 800 字以内で記載してください。 

③ 看護師免許証の写し ・保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律 203 号）による厚生労働省（厚生

省）が発行した看護師免許証の写し 

校名 所在地 採用予定人数 採用日 

府中けやきの森学園 府中市朝日町 3-14-1 ２名 

各月１日 

あきる野学園 あきる野市上代継 123-1 ２名 

小平特別支援学校 小平市小川西町 2-33-1 １名 

村山特別支援学校 武蔵村山市緑が丘 1460 番地 1 1 名 

花畑学園 足立区南花畑 5-24-49 １名 

鹿本学園 東京都江戸川区本一色二丁目 24 番 11 号 1 名 
令和 8 年 11 月 1 日 

以降各月１日 



（２）申込書等の入手は、東京都教育委員会ホームページを御覧ください。 

７ 特記事項 

本業務へ従事するに当たっては、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等

のための措置に関する法律（令和６年法律第 69 号。以下「こども性暴力防止法」といいます。）に基づき、

特定性犯罪の前科の有無を確認するための犯罪事実確認が必要となります。 

特定性犯罪の前科がある場合（特定性犯罪事実該当者の場合）は、こども性暴力防止法に基づき、本業務に従

事させないこと等の措置を講じる必要があるため、任用条件の一つとして、特定性犯罪の前科がないことを求

めることとしています。 

このため、予め、選考過程において、書面や面接等により、特定性犯罪の前科の有無を確認します。 

※「特定性犯罪」、「特定性犯罪事実該当者」の内容は別添参照条文をご参照ください。 

 

８ 都における求職者等に対するセクシュアル・ハラスメントの方針及び相談窓口 

 男女雇用機会均等法の改正により、令和８年 10 月 1 日から求職者等に対するセクシュアル・ハラスメン

ト対策が義務化されました。 

厚労省 HP: 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/inde

x.html 

 

〇都における求職者等に対するセクシュアル・ハラスメントの方針はこちらになります。 

人事部方針 HP： 

https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/soumu/sekuharashishinn081001 

 

○採用・選考等において、教職員からセクシュアル・ハラスメントを受けた場合は、以下の相談窓口に御相談

ください。 

ハラスメント相談受付（都内公立学校に勤務する教職員、求職者等専用） 

https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/consulting/teachers/teacher_mail 

 

９ 応募申込先及び問合せ先 

  〒163-8001 新宿区西新宿二丁目８番１号（都庁第二本庁舎 15 階北側） 

  東京都教育庁都立学校教育部特別支援教育課医療的ケア担当 

  電話：03-5００0-7083（直通） 

  ※ ＬＯＧＯフォームによる申請をご活用ください 

※ 郵送の場合、封筒の表に「特別支援学校総合非常勤看護師 応募書類在中」 

と朱書きしてください。 

 

 

  

子供たちの将来を支える
やりがいのある仕事で
す。あなたの応募をお待
ちしています！ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html
https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/soumu/sekuharashishinn081001
https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/consulting/teachers/teacher_mail


別添（参照条文） 

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律

（令和６年法律第 69号）（抄） 

 （定義） 

第二条（略） 

７ この法律において「特定性犯罪」とは、次に掲げる罪をいう。 

一 刑法（明治四十年法律第四十五号）第百七十六条、第百七十七条、第百七十九条から第百八十二

条まで、第二百四十一条第一項若しくは第三項又は第二百四十三条（同項の罪に係る部分に限る。）

の罪 

二 盗犯等の防止及び処分に関する法律（昭和五年法律第九号）第四条の罪（刑法第二百四十一条第

一項の罪を犯す行為に係るものに限る。） 

三 児童福祉法第六十条第一項の罪 

四 児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律（平成十

一年法律第五十二号）第四条から第八条までの罪 

五 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記

録の消去等に関する法律（令和五年法律第六十七号）第二条から第六条までの罪 

六 都道府県の条例で定める罪であって、次のイからニまでに掲げる行為のいずれかを罰するもの

として政令で定めるもの 

イ みだりに人の身体の一部に接触する行為 

ロ 正当な理由がなくて、人の通常衣服で隠されている下着若しくは身体をのぞき見し、若しく

は写真機その他の機器（以下このロにおいて「写真機等」という。）を用いて撮影し、又は当該

下着若しくは身体を撮影する目的で写真機等を差し向け、若しくは設置する行為 

ハ みだりに卑わいな言動をする行為（イ又はロに掲げるものを除く。） 

ニ 児童と性交し、又は児童に対しわいせつな行為をする行為 

８ この法律において「特定性犯罪事実該当者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 特定性犯罪について拘禁刑を言い渡す裁判が確定した者（その刑の全部の執行猶予の言渡しを

受けた者（当該執行猶予の言渡しが取り消された者を除く。次号において「執行猶予者」という。）

を除く。）であって、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して

二十年を経過しないもの 

二 特定性犯罪について拘禁刑を言い渡す裁判が確定した者のうち執行猶予者であって、当該裁判

が確定した日から起算して十年を経過しないもの 

三 特定性犯罪について罰金を言い渡す裁判が確定した者であって、その刑の執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなった日から起算して十年を経過しないもの 

附 則 

（改正前の刑法に規定する罪についてのこの法律の適用関係） 

第二条 第二条第七項（第一号に係る部分に限る。）の規定の適用については、次に掲げる罪は、同号

に掲げる罪とみなす。 

一 刑法の一部を改正する法律（平成二十九年法律第七十二号。次項において「刑法一部改正法」と

いう。）による改正前の刑法第百七十八条の二、第百八十一条第三項若しくは第二百四十一条の罪

又はこれらの罪の未遂罪 

二 刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律（令和五年法律第六十六号）第一条の規定による改

正前の刑法第百七十六条から第百七十八条までの罪又はこれらの罪の未遂罪 

２ 第二条第七項（第二号に係る部分に限る。）の規定の適用については、刑法一部改正法附則第三条



の規定による改正前の盗犯等の防止及び処分に関する法律第四条の罪（刑法一部改正法による改正

前の刑法第二百四十一条前段の罪又はその未遂罪を犯す行為に係るものに限る。）は、同号に掲げる

罪とみなす。 

（懲役を言い渡す裁判についてのこの法律の適用関係） 

第三条 第二条第八項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）及び第三十四条第二項（第一号並びに

第二号ロ及びホに係る部分に限る。）の規定の適用については、刑法等の一部を改正する法律（令和

四年法律第六十七号）第二条の規定による改正前の刑法第十二条に規定する懲役又はその全部の執

行猶予を言い渡す裁判は、拘禁刑又はその全部の執行猶予を言い渡す裁判とみなす。 

 

※第２条第７項第６号の罪は、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等の

ための措置に関する法律施行令第２条及び附則第２項に掲げる条例（各都道府県のいわゆる迷惑防止条例

及び青少年健全育成条例）で定める又は定められていた罪であって、同号イからニまでに掲げる行為のい

ずれかを罰するものをいう。 

 

 


